
宇城市立小川中学校「学校いじめ防止基本方針」 

                        平成２６年３月３１日策定 

令和５年４月１日見直し 

１ いじめの防止等のための対策に関する基本的な方針 

（１）いじめの定義 

  「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等

当該児童等と一定の人的関係のある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の

対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの。」とする。 

 

（２）いじめ防止の基本理念 

  いじめは、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身 

 の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身 

 体に重大な危険を生じさせる恐れがある。 

  したがって、本校ではすべての生徒がいじめを行わず、及び他の生徒に対して 

 行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないように、いじめが心身 

 に及ぼす影響その他いじめの問題に関する生徒の理解を深めることを旨として、 

 いじめの防止等のための対策を行う。 

   

（３）いじめに対する教職員の基本的認識 

  いじめについては「どの学校でも、どの子供にも起こり得る」ものであること、    

 「すべての生徒が被害者にも加害者にもなり得る」ことを、機会あるごとに本校教 

 職員同士で互いに確認し合い、十分に認識するようにする。また、次の点について 

 も共通理解を図る。 

 ○「弱い者をいじめることは、人間として絶対に許されない」という強い認識を 

  持つこと 

 ○いじめられている生徒の立場に立った親身な指導を行うこと 

 ○いじめは、家庭教育の在り方に大きな関わりを有していること 

 ○いじめの問題は、教師の生徒観や指導の在り方が問われる問題であること 

 ○家庭・学校・地域社会など、すべての関係者がそれぞれの役割を果たし、一体 

  となって真剣に取り組むことが必要であること 

 

（４）いじめ防止のための学校及び教職員の責務 

  いじめが行われず、すべての児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組む 

 ことができるように、保護者他関係者との連携を図りながら、学校全体でいじめ 

 の防止と早期発見に取り組むとともに、いじめが疑われる場合は、適切かつ迅速 

 にこれに対処し、さらにその再発防止に努める。 

 



２ いじめの防止のための基本的な取組 

（１）取組の内容 

  ① いじめを未然に防止するための取組 

   ア 学校の重点教育テーマに「いじめや差別のない小川中学校」を掲げ、全 

    職員が同じ意識を持ち一丸で取り組む。 

   イ 生徒の豊かな情操と道徳心を培うために、道徳教育やキャリア教育と関 

    連した職場体験、福祉体験、ボランティア体験の充実を図る。 

   ウ 保護者や地域、その他関係者や関係機関との連携を図り、生徒が自らい 

    じめを根絶しようという活動に対して主体的に取り組める手だてを行う。 

   エ いじめ防止の重要性に関する理解を深めるための啓発その他必要な措置 

    として、人権作文や標語・ポスター、生徒会主催による人権集会の開催、 

    人権学習の充実、教育相談を実施する。 

   オ 「生徒とふれあう時間」を通して担任や教科担任すべての教職員が細や 

    かに生徒を見つめ、生徒の異変に気づける体制をとる。 

   カ 「きらりアンケート」の調査を実施し、いじめの未然防止に努める。 

  ② いじめ早期発見のための取組 

   ア いじめの実態調査 

     いじめを早期に発見するため、在籍する児童生徒に対する定期的な調査 

    を次の通り実施する。 

   （ア）「きらりアンケート」調査 月１回 

   （イ）ネットによるいじめ等に関するアンケート調査 月１回 

   （ウ）教育相談の実施による学級担任の聞き取り調査（７月、１１月） 

   イ いじめの相談体制 

     生徒及び保護者がいじめに係る相談を行うことができるように次の通り 

    相談体制の整備を行う。 

   （ア）スクールカウンセラー（ＳＣ）、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ） 

      の活用 

   （イ）学校支援アドバイザーの活用 

   （ウ）いじめ不登校対策担当者をはじめとするいじめ相談窓口の設置 

   ウ いじめ防止のための対策に従事する人材の確保及び資質の向上 

     いじめ防止のための対策に関する研修を実施し、いじめの防止に関する 

    職員の資質向上を図る。 

   エ 日常的な生徒の状況把握 

     「生徒とふれあう時間」をこれまで職員朝会の開かれていた時間に設け、 

    恒常的に生徒とふれあいながら変化を見逃さない体制をつくる。 

 

  ③ 事後対策 

   ア いじめ問題発生後の生徒のケア 

     被害生徒に対しては、心の状態を十分に把握し、必要に応じて心のケア 



    を行うこととする。また、加害生徒に対しても、一定の教育的配慮のもと、 

    粘り強くいじめが人として許されない行為であることや被害生徒の気持ち 

    を共感的に理解させる。周りの生徒に対しても自分たちの問題として考え 

    させ、いじめを傍観することなく、それをなくしていく側に立つことので 

    きるよう指導していく。 

 

（２）いじめ防止等に関する体制づくり 

  ① いじめ防止等の対策のための組織の設置 

    いじめの防止及びいじめ事案発生時の対応を実効的に行っていくために、 

   次の機能を担う「いじめ防止対策委員会」を設置する。 

    「いじめ防止対策委員会」の構成員、役割並びに開催については、次の図 

   の通りとする。 

 

 

【いじめ防止対策委員会】 

＜構成員＞ 

  校長、教頭、主幹教諭、教務、学年主任、生徒指導主事、人権教育主任、 

  養護教諭 （※場合によって、宇城教育事務所 学校支援アドバイザー、 

  スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー等の協力を得る ） 

＜役割・活動＞ 

  ○いじめ防止基本方針の確認と検討 

  ○いじめの防止等のための取り組みの検討と評価 

  ○重大事案への対応の検討と関係機関等との連携 

＜委員会の開催＞ 

  いじめ事案発生時は、適宜緊急開催とする。 

 

 

【校内教育支援会】 

＜構成員＞ 

  主幹教諭、生徒指導主事、学年生徒指導、養護教諭 

＜役割・活動＞ 

  ○生徒の情報交換、情報の共有や対応の検討 

  ○いじめ問題発生時の対応の検討、役割分担 

  ○いじめの防止等のための年間指導計画の立案・作成 

  ○いじめの理解、未然防止や早期発見の取り組みの提案 

＜委員会の開催＞ 

  週１回の生徒指導・いじめ・不登校対策委員会を「いじめ防止対策委員会」の 

 ための予備的な情報交換の場とし、いじめの防止と早期発見に努める。 



  ② いじめ事案発生時の基本的な流れ 

    いじめ事案が発生した場合は、迅速かつ組織的に対応することが、いじめ 

   をうける生徒や保護者への影響を最小限に抑えることができる。基本的な流 

   れとしては、下図の通りである。 

 

＜対応の基本的な流れ＞ 

 

いじめ事案の発生（生徒・保護者→学年主任、担任、部活動顧問 等） 

 

 

 

 

 

いじめ相談窓口（生徒指導主事） 

 

 

 

 

 

学校責任者（校長、教頭） 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 教育委員会へ報告する事案例   

○生命・心身または財産に重大な被害   

 が生じた疑いがある場合 

○相当の期間学校を欠席することを余 

 儀なくされている疑いがある場合 

○犯罪行為として扱われるべき場合等 

  

○いじめ事案発生の連絡 

○事実関係、状況等の報告 

○対応の相談    等 

○いじめ事案発生の連絡 

○事実関係、状況等の報告 

○対応の相談    等 

○対応レベルの判断 

○対応の指示  等 

 

○事実関係の調査 

○関係生徒へのケア 

○いじめについての指導等 

○事実関係の調査 

○関係生徒へのケア 

○いじめについての指導等 

【生徒指導・いじめ・不登校対策委員会又はいじめ防止等対策委員会】 

○事案に対する事実関係の共通理解 

○事案解決のための対応策の検討 

○対応にあたる役割分担の検討・決定 

○該当生徒のケアについて、検討・担当者の決定 

○事後対応 

 

校内での解消・再発防止に向けた指導 

○再発防止のための対応策の検討と共通理解及び協同実践 

○生徒、保護者への心のケアと継続的な支援、経過観察 

○取り組みの評価、改善 等 

○【宇城市教育委員会】

との協議 

 

○【警察、児童相談所等

外部機関】との連携 

 

○設置された第三者機関

の調査協力、連携した対

応等 

 

連携 



（３）重大事案への対処 

    図に示した「教育委員会に報告する事案例」のような場合には、下記の事項 

   を確実に行い、学校外機関との連携のもと、その解決・解消に向けた取組を行 

   っていく。 

  ア 重大事態が発生した旨を、宇城市教育委員会に速やかに報告する。 

  イ 教育委員会と協議の上、当該事案に対処する組織を設置する。 

  ウ 上記組織を中心として、事実関係を明確にするための調査を実施する。 

  エ 上記調査結果については、いじめを受けた生徒・保護者に対し、事実関係そ 

    の他の必要な情報を適切に提供する。 

   

 

 

 

 


